
総合計画に定める「協働のまちづくり」の理念に基づき、行政への市民参加を進めるとともに、市民・事業者・行政が協働
し「自ら考え自ら実行する」自律的なまちづくりの実現をめざす。

市民公益活動支援センターと連携し、さらなる市民公益活動の活性化を図るとともに、多様な主体による協働
事業の促進策を検討する。また、平成２８年度からスタートする第５次総合計画・地域別計画の推進に向け、地
域まちづくり活動の活性化を支援するとともに、地域まちづくり協議会が未設立の小学校区の組織化をめざ
す。

今後の
方向性

多様な主体間の協働を推進する協働
自律協働都市

施
策
の
大
綱

市民生活部自治協働課

事業： 市民公益活動支援・協働促進事業 1181

01

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

03第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

協働の仕組みづくりや地域まちづくり活動への支援などを通じ、市民公益
活動の活性化が図られるとともに、多様な主体による協働が促進された。A

市民の公益活動やまちづくりへの主体的な参加について意識啓発を行う
とともに、市民公益活動や地域まちづくり活動の活性化支援を行い、多様
な主体による協働を促進したが、さらなる充実を図り事業を展開していく必
要がある。A

A

B

目

標

①市民公益活動に対する市民の関心を高め、活動の活性化を図る。
②協働事業提案制度を市民公益活動団体が活用しやすいよう制度内容を見直し、協働事案の増加を図る。
③地域住民や各種団体などの多様な担い手が協力し、地域自らの課題に取組める仕組みの充実を図る。
④行政情報を市民と共有し、行政への参加機会の拡充に努め、市民参加体制の充実を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

40,943

14,583

3.40

0.00

8,555

0

0

6,028

一人あたり

世帯あたり 866

375

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

11,387

10,588

0

0

799

37,506

3.40

0.00

793

340

3,196

-2,033

0

0

5,229

3,437

0.00

0.00

73

35

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

26,360

0

事業費（決算額） 14,583

26,119

0

11,387

241

0

3,196 (千円)

 (千円)

 (千円)
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